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■第128回通常議員総会を開催
　平成26年度事業報告/収支決算
■日本商工会議所/日立商工会議所の動き（7月）
■早期景気観測（ＬＯＢＯ）調査第1四半期
■相談所だより
　経営安定特別相談室
　解説マイナンバー④　
■リレー随想（その184）
■会員探訪
■会議所インフォメーション
　商工会議所ライブラリー/役員議員紹介『素顔』
■国・県・市等からのお知らせ
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準決勝・決勝戦が8月2日に日立市民球場で行われ、
(株)日立ライフが2年連続2回目の優勝を飾りました。

第56回会頭杯野球大会
株式会社日立ライフが2年連続2回目の優勝を飾る
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平成26年度に実施した主な事業

日立市プレミアム商品券発行事業 消費税転嫁対策窓口相談等事業

平成26年度　支出の部平成26年度　収入の部

日立地区デュアルシステム事業 女性のための創業塾

Ⅱ 部会・委員会活動の活性化

Ⅲ 運営基盤の強化

　各種融資制度のPR・斡旋に努め企業の資金需要に応えるとと
もに、消費税の転嫁対策を含めた税務など、経営の土台となる
部分への支援として相談窓口を強化し、あわせてセミナー等を
開催し支援しました。また、小規模事業者持続的発展支援事業
による経営計画作成や専門性の高い分野の経営相談に対しては
専門相談会を開催するなど専門家と連携してサポートし、多様
化する会員ニーズにきめ細やかに応じました。
1．中小企業相談所の機能強化
（1）制度金融による資金調達支援
　　①制度金融のＰＲと利用拡大　②保証協会、金融機関との
　　　連携強化
（2）経営支援強化
　　①経営安定特別相談室運営　②経営強化セミナー開催
　　③ザ・ビジネスモール活用支援　④専門家による経営支援
　　⑤経営計画作成支援
（3）経営革新、創業支援
　　①経営革新講座の開催　②女性のための創業塾開催
（4）緊急経済対策への迅速な対応
　　①経営相談窓口態勢強化

　地域の多様な資源や新たな企業立地を活かしながら、地域経
済の振興に積極的に取り組みました。商業・サービス業関連で
は、各商店街が地域賑わい創出に向けて実施したイベント等を
積極的に支援しました。工業については、ものづくり協議会、
ものづくりサロンの運営支援により産業支援機関や産学官金の
連携を進め、地域企業が有する技術や集積を広くアピールし販
路拡大に向けて積極的に支援しました。このほか部会、業界に
おける課題研究や情報提供、委員会の相互交流事業の開催を通
じ、新しい連携や事業への取組みを促しました。
1．部　会
（1）商業部会
・商店街の活性化支援　①日立市プレミアム商品券発行事業
　②職業探検少年団運営（ひたちあきんど探検少年団）
・個店魅力向上支援　①一店逸品支援事業

（2）工業部会
・販路開拓支援　①日立地区製造業活性化協議会の運営
・公的支援機関との連携　①日立地区産業支援センターとの
共同事業推進

・ものづくりへの取り組み支援　①ものづくり経営革新支援
事業　②産学官金連携事業

・人材活用、キャリア教育支援　①高校生の職場体験・日立
地区デュアルシステム事業支援
②大学生の職場体験事業　③職業探検少年団運営支援（もの
づくり探検少年団等）

・ものづくり技能向上支援　①ものづくり技能
者顕彰事業

（3）建設業部会
・新技術、新資材に関する情報収集　①先進都
市・施設等開発事例研究

・技術力向上支援　 ①公的研究機関事業への参
加　②部会員間の情報交換

（4）金融財務業部会
・会員の財務・経営支援　①経済・金融市場の
情報提供

・部会員間の情報交換　①部会員共通課題の検
討　②部会事業の検討

（5）観光環衛業部会

・地域資源の有効活用　①地域ブランド認定品の販路拡大支
援事業

・イベントによる賑わい創出　①日立市プレミアム商品券発
行事業　②ヒタチスターライトイルミネーション事業への
協力

（6）交通運輸業部会
・業界イメージアップの研究支援　①先駆的施設及び先進事
例の情報交換

・関連業界との情報交換　①高校生のインターンシップ事業
②部会員間の情報交換

（7）文化産業部会
・会員交流事業の実施　①話題のスポット視察研修事業
・部会員間の情報交換　①マイ・ビジネス紹介交流会の継続

2．委員会
（1）運営委員会
・商工会議所運営に関する課題研究　①庶務・財務等に関す
る調査研究　②県連政策委員会への要望事項調整　③講演
会

（2）会員サービス委員会
・会員サービス事業の実施  ①健康管理支援事業の拡充  ②会
員交流会の実施　③各種検定試験の実施　④社員等表彰事
業、会員親睦事業、スポーツ事業の実施

（3）産業振興対策委員会
・ものづくりを伝承する地域を目指した取組　①産業技術専
門学院等産業支援機関の活用研究　②技能・技術を伝承す
る仕組みづくり　③若手経営者、後継者育成事業

（4）情報化委員会
・広報調査活動の充実　①かいぎしょＮＥＷＳ、市民版の発
行　②経済動向№38の発行　③ホームページを活用した情
報発信

・情報機器活用の研究　①地域情報メディアの活用
（5）観光委員会
・観光関連事業の検討　①さくらまつり関連事業の実施
　②ふるさと日立検定試験の実施　③優良土産品推奨店事業

　地域経済の活性化や産業発展と交流を支える交通インフラの
整備促進について、関係機関と連携し、国・県等へ積極的に要
望・陳情を行いました。また、日立さくらまつりにおける女性
会の桜茶の提供やプレイベントとなる青年部のグルメフェス事
業を支援しました。
1．会議所基盤事業の促進
・提言要望活動の強化　①行政関係機関との連携
・財源確保策の検討　①組織財政強化策の検討　②各種共済制
度の普及と加入促進

・女性会、青年部の運営支援
・関連業界団体との連携強化　①関連業界・団体との共同事業
実施、意見交換
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収
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れ
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排
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排
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Ⅰ 中小・小規模企業の経営支援

平成26年度主要事業活動報告

会
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に
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　部
会
・
委
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会
活
動
を
中
心
に
展
開

－決算額は5会計で6億2千万円－

　7月29日、ホテル天地閣で平成26年度事業と一般・特別会計

の収支決算を承認する第128回通常議員総会を開催しました。

　当日は秋山会頭はじめ役員・議員86人（内、委任状提出者34人）

が出席しました。審議に先立ち、当所商業観光課長鈴木茂夫と工

業政策課長鈴木聡司が勤続30年の永年勤続表彰を受けました。

平成26年度事業・収支決算を承認

繰入金
21,870 
4%

雑収入
1,847 
0%

繰越金
37,961 
6%

会費
75,470 
12%

負担金
4,420 
1%

事業収入
98,767 
16%

交付金
94,210 
15%

共済掛金・給付金受取
286,577 
46%

その他
886 
0.1%

事業費
79,897 
13.5%

給与費
143,017 
24.1%

事務費
13,275 
2.2%

会館運営費
22,983 
3.9%

公課分担金
9,346 
1.6%

共済事業給付金
286,577 
48.3%

繰入金
36,870 
6.2%

621,122千円 592,851千円
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　②職業探検少年団運営（ひたちあきんど探検少年団）
・個店魅力向上支援　①一店逸品支援事業
（2）工業部会
・販路開拓支援　①日立地区製造業活性化協議会の運営
・公的支援機関との連携　①日立地区産業支援センターとの
共同事業推進
・ものづくりへの取り組み支援　①ものづくり経営革新支援
事業　②産学官金連携事業
・人材活用、キャリア教育支援　①高校生の職場体験・日立
地区デュアルシステム事業支援
②大学生の職場体験事業　③職業探検少年団運営支援（もの
づくり探検少年団等）

・ものづくり技能向上支援　①ものづくり技能
者顕彰事業

（3）建設業部会
・新技術、新資材に関する情報収集　①先進都
市・施設等開発事例研究
・技術力向上支援　 ①公的研究機関事業への参
加　②部会員間の情報交換

（4）金融財務業部会
・会員の財務・経営支援　①経済・金融市場の
情報提供
・部会員間の情報交換　①部会員共通課題の検
討　②部会事業の検討

（5）観光環衛業部会

・地域資源の有効活用　①地域ブランド認定品の販路拡大支
援事業

・イベントによる賑わい創出　①日立市プレミアム商品券発
行事業　②ヒタチスターライトイルミネーション事業への
協力

（6）交通運輸業部会
・業界イメージアップの研究支援　①先駆的施設及び先進事
例の情報交換

・関連業界との情報交換　①高校生のインターンシップ事業
②部会員間の情報交換

（7）文化産業部会
・会員交流事業の実施　①話題のスポット視察研修事業
・部会員間の情報交換　①マイ・ビジネス紹介交流会の継続

2．委員会
（1）運営委員会
・商工会議所運営に関する課題研究　①庶務・財務等に関す
る調査研究　②県連政策委員会への要望事項調整　③講演
会

（2）会員サービス委員会
・会員サービス事業の実施  ①健康管理支援事業の拡充  ②会
員交流会の実施　③各種検定試験の実施　④社員等表彰事
業、会員親睦事業、スポーツ事業の実施

（3）産業振興対策委員会
・ものづくりを伝承する地域を目指した取組　①産業技術専
門学院等産業支援機関の活用研究　②技能・技術を伝承す
る仕組みづくり　③若手経営者、後継者育成事業

（4）情報化委員会
・広報調査活動の充実　①かいぎしょＮＥＷＳ、市民版の発
行　②経済動向№38の発行　③ホームページを活用した情
報発信

・情報機器活用の研究　①地域情報メディアの活用
（5）観光委員会
・観光関連事業の検討　①さくらまつり関連事業の実施
　②ふるさと日立検定試験の実施　③優良土産品推奨店事業

　地域経済の活性化や産業発展と交流を支える交通インフラの
整備促進について、関係機関と連携し、国・県等へ積極的に要
望・陳情を行いました。また、日立さくらまつりにおける女性
会の桜茶の提供やプレイベントとなる青年部のグルメフェス事
業を支援しました。
1．会議所基盤事業の促進
・提言要望活動の強化　①行政関係機関との連携
・財源確保策の検討　①組織財政強化策の検討　②各種共済制
度の普及と加入促進

・女性会、青年部の運営支援
・関連業界団体との連携強化　①関連業界・団体との共同事業
実施、意見交換

会
頭
挨
拶
の
概
要

　景
気
の
動
向
に
つ
き
ま
し
て

は
、
金
融
は
じ
め
不
安
材
料
も

見
受
け
ら
れ
ま
す
が
、
全
体
的

に
は
消
費
を
軸
と
し
て
緩
や
か

な
回
復
基
調
が
続
い
て
い
る
と

見
ら
れ
て
お
り
ま
す
。
他
方
で
、

行
き
す
ぎ
た
円
安
の
影
響
な
ど

に
よ
り
ま
し
て
、
企
業
の
収
益

に
は
産
業
間
や
規
模
別
で
差
が

出
て
お
り
、
ま
た
、
消
費
動
向

で
は
地
域
的
な
バ
ラ
ツ
キ
が
見

ら
れ
、
都
市
圏
に
比
べ
地
方
は

弱
い
動
き
が
続
い
て
お
り
ま
す
。

　私
ど
も
企
業
を
取
り
巻
く
経

営
環
境
は
益
々
変
化
し
て
お
り
、

当
地
域
に
お
き
ま
し
て
は
、
人

口
減
少
や
高
齢
化
問
題
を
は
じ

め
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
等
に

よ
る
競
争
が
激
化
し
、
受
注
や

雇
用
に
対
す
る
先
行
き
の
不
透

明
感
が
拭
え
ず
に
、
生
産
や
消

費
が
低
迷
す
る
な
ど
厳
し
い
状

況
が
な
お
続
い
て
お
り
、
ま
た
、

地
方
創
生
と
い
う
待
っ
た
な
し

の
課
題
に
も
直
面
し
て
お
り
ま

す
。　経

済
、
社
会
と
も
に
激
し
く

変
化
し
て
お
り
ま
す
が
、
こ
う

し
た
変
化
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る

気
概
を
も
っ
て
前
向
き
に
対
応

し
て
い
く
こ
と
が
、
い
ま
求
め

ら
れ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と

感
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　当
所
と
い
た
し
ま
し
て
は
、

商
工
会
議
所
の
使
命
で
あ
る
会

員
事
業
所
の
経
営
安
定
と
持
続

的
発
展
へ
の
支
援
や
、
地
域
商

工
業
の
改
善
発
展
、
地
域
経
済

の
活
性
化
に
向
け
て
、
部
会
や

委
員
会
事
業
を
一
層
強
化
し
、

取
り
組
ん
で
参
り
た
い
と
考
え

て
お
り
ま
す
。

　特
に
、
経
営
支
援
で
は
、
金

融
や
税
務
な
ど
経
営
の
基
礎
的

な
部
分
へ
の
支
援
を
強
化
し
て

参
り
ま
す
。
ま
た
、
地
域
振
興

に
つ
き
ま
し
て
は
、
現
在
、
国

の
交
付
金
を
活
用
し
て
日
立
市

と
と
も
に
ス
ー
パ
ー
プ
レ
ミ
ア

ム
商
品
券
事
業
に
取
り
組
ん
で

い
る
最
中
で
す
が
、
企
業
や
業

界
の
自
立
的
発
展
に
む
け
て
、

関
係
業
界
や
行
政
と
の
連
携
の

も
と
、
時
宜
を
得
た
事
業
に
取

り
組
ん
で
参
り
ま
す
。

　こ
の
ほ
か
、
地
域
の
発
展
や

賑
わ
い
・
交
流
を
支
え
る
も
の

と
し
て
、
イ
ベ
ン
ト
等
の
ソ
フ

ト
部
分
の
強
化
は
も
と
よ
り
、

道
路
・
港
湾
・
鉄
道
な
ど
イ
ン

フ
ラ
の
整
備
が
欠
か
せ
な
い
も

の
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
引
き

続
き
関
係
機
関
と
と
も
に
、
提

言
要
望
活
動
を
強
化
し
て
参
り

た
い
と
存
じ
ま
す
の
で
、
今
後

と
も
皆
様
の
ご
理
解
ご
協
力
を

お
願
い
申
し
あ
げ
ま
す
。

　総
会
は
秋
山
会
頭
の
挨
拶

（
別
記
）
に
続
き
、
小
川
春
樹

日
立
市
長
、
岡
部
光
雄
日
立

市
議
会
議
長
の
祝
辞
の
後
、

秋
山
会
頭
が
議
長
と
な
り
議

事
に
入
り
ま
し
た
。

　平
成
26
年
度
事
業
報
告
で

は
、『
変
化
を
チ
ャ
ン
ス
に
』

を
掲
げ
、①
中
小
・
小
規
模
企

業
の
経
営
支
援
②
部
会
・
委

員
会
活
動
の
活
性
化
③
運
営

基
盤
の
強
化
な
ど
重
点
事
項

を
精
力
的
に
展
開
し
た
こ
と

が
報
告
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、

一
般
会
計
と
4
特
別
会
計
（
中

小
企
業
相
談
所
、
法
定
台
帳

関
係
費
、
特
定
退
職

金
共
済
、
退
職
給
与

積
立
金
）
で
、
総
額

6
億
2
千
万
円
の
収

支
決
算
を
審
議
し
、

全
議
案
と
も
原
案
通

り
承
認
し
ま
し
た
。

ま
た
、「
地
域
の
自
主

性
及
び
自
立
性
を
高

め
る
た
め
の
改
革
の

推
進
を
図
る
た
め
の

関
係
法
律
の
整
備
に

関
す
る
法
律
（
平
成

26
年
法
律
第
51
号
）」

が
平
成
27
年
4
月
1

日
か
ら
施
行
さ
れ
た

こ
と
に
伴
う
議
員
総

会
の
決
議
事
項
等
の

変
更
と
、
政
府
の
犯

罪
対
策
閣
僚
会
議
幹
事
会
に

お
い
て
「
企
業
が
反
社
会
的

勢
力
に
よ
る
被
害
を
防
止
す

る
た
め
の
指
針
」
が
決
定
さ

れ
る
と
と
も
に
、「
茨
城
県
暴

力
団
排
除
条
例
」（
平
成
22
年

9
月
28
日
条
例
第
36
号
）
が

施
行
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
反

社
会
的
勢
力
の
排
除
に
つ
い

て
の
定
款
変
更
に
つ
い
て
審

議
し
、
原
案
通
り
承
認
し
ま

し
た
。

Ⅰ 中小・小規模企業の経営支援

平成26年度主要事業活動報告

会
員
企
業
の
経
営
安
定
と
地
域
振
興
に
む
け
て

　
　
　
　
　
　部
会
・
委
員
会
活
動
を
中
心
に
展
開

－決算額は5会計で6億2千万円－

　7月29日、ホテル天地閣で平成26年度事業と一般・特別会計

の収支決算を承認する第128回通常議員総会を開催しました。

　当日は秋山会頭はじめ役員・議員86人（内、委任状提出者34人）

が出席しました。審議に先立ち、当所商業観光課長鈴木茂夫と工

業政策課長鈴木聡司が勤続30年の永年勤続表彰を受けました。

平成26年度事業・収支決算を承認

繰入金
21,870 
4%

雑収入
1,847 
0%

繰越金
37,961 
6%

会費
75,470 
12%

負担金
4,420 
1%

事業収入
98,767 
16%

交付金
94,210 
15%

共済掛金・給付金受取
286,577 
46%

その他
886 
0.1%

事業費
79,897 
13.5%

給与費
143,017 
24.1%

事務費
13,275 
2.2%

会館運営費
22,983 
3.9%

公課分担金
9,346 
1.6%

共済事業給付金
286,577 
48.3%

繰入金
36,870 
6.2%

621,122千円 592,851千円



⑤　第1596号　（毎月20日発行） 平成27年8月20日 第1596号　（毎月20日発行） 平成27年8月20日　④

◇日本商工会議所と関東ブロック商工会議所との懇談会

日本商工会議所の動き

地方創生へ向け意見交換地方創生へ向け意見交換

日立商工会議所の動き

　日本商工会議所は６月17、18日の両日、群馬県高崎

市で「日本商工会議所と関東ブロック商工会議所との

懇談会」などの諸会議を開催した。

　懇談会では、ひたちなか（茨城県） ・鈴木誉志男会頭、

足利（栃木県）・早川慶治郎会頭、太田（群馬県）・正田寛

会頭、上尾（埼玉県）・小谷仁会頭、船橋（千葉県）・伊藤賢

二会頭、八王子（東京都）・田辺隆一郎会頭、相模原（神奈

川県）・杉岡芳樹会頭、富士吉田（山梨県）・堀内光一郎会

頭、浜松（静岡県）・藤田正治副会頭が観光振興特産品開

発、まちづくり、少子化対策、地方版総合戦略への対応

など、地方創生へ向けた地域の多様な取り組みや課題

について報告。その後、日商正副会頭と意見交換を行っ

た。三村会頭は、「地方の人々が自ら知恵を絞り、解決策

を生み出すことが必要」と、地方創生に向け、各地が主

体性を持って取り組むことが重要との考えを示した。

アカデミーなないろスタイル主宰樋口智香子氏を講
師に迎え、顧客を夢中にさせる接客術について聴く。

7月7月7月
7月2日 茨城・栃木・群馬三県商工会議所交流会議
 融資制度説明会・個別相談会
7月5日　日立市料飲業組合連絡協議会役員会
7月7日 正副会頭会議
7月9日　日立都市圏幹線道路整備促進期成会要望活動
7月13日 常議員会
　　　　日立市地域ブランド推進協議会認定委員会
 観光環衛業部会議員協議会
7月22日 金融財務業部会部会会議
7月23日 消費税転嫁対策窓口相談等事業セミナー
 産業振興対策委員会茨城大学工学部都市システム  
 工学科授業視察
7月29日 特別講演会
 第128回通常議員総会
7月30日 商業部会議員協議会
　　　　日立地区製造業活性化協議会ワーキンググループ会議
 工業部会と日立地区産業支援センターとの懇談会
　　　　あきんど探検少年団入団式

7月23日：消費税転嫁対策窓口相談等事業

三菱日立パワーシステムズ㈱執行役員日立工場地域
統括福田寿士氏を講師に迎え、三菱日立パワーシス
テムズ㈱日立工場の現況について聴く。

7月29日：特別講演会

あいさつする三村会頭

金融財務業部会会議金融財務業部会会議金融財務業部会会議

部会長下山田和司氏

株式会社常陽銀行

執行役員日立支店長

　7月22日、当所で金融財務業部会会議を開催し、部会

長に下山田和司氏（株式会社常陽銀行執行役員日立支店

長）と、副部会長に海老沢和弘氏（水戸信用金庫日立支

店長）を選任しました。

　この選任は事業所の人事異動に伴うもので、任期は平

成28年10月31日までとなっています。 （ ）
副部会長海老沢和弘氏

水戸信用金庫

日立支店長（ ）

業種別概況

業況判断（DI値）について

製　造　業 小　売　業 建　設　業 サービス業

　重電、建設機械関係での受

注減少や家電関係での内製

化、自動車関連での海外調達

などが影響し業況は悪化。大

口顧客の受発注内容の変化

も大きく対応に苦慮するな

どの声も聞かれ、先行き不透

明感が強く、慎重な見方も多

い。

　夏物セールやプレミアム
商品券の発行を前に、消費者
が買い控えているとの声が
聞こえたほか、食料品などの
値上げを受けて、不要な支出
を控える動きが続いている
ことからマイナス幅は前期
同水準で推移。プレミアム商
品券に期待する声も多いが
顧客の高齢化や、最寄り品を
中心とした低価格志向等な
ど、先行きに対する懸念材料
は多い。

　民間工事に動きがあるも

のの、作業員不足による工期

の遅れや公共工事の下押し

が続き、業況悪化。人手不足

が慢性化する中、人件費や外

注費が採算を圧迫する状況

が続く。

　観光、物流関係が堅調に推

移したが、燃料価格の上昇や

食料品の相次ぐ値上げなど

により、ホテル業、飲食業で

収益圧迫が続くことが足か

せとなりマイナス幅拡大。価

格転嫁の遅れや人員確保に

伴う人件費の上昇などへの

懸念から先行きに慎重な見

方が伺える。

●全産業の業況は、▲36.9と前回調査時（▲23.8）から13.1ポイント悪化した。今後の見通しでは▲23.8と回復に
転じる予想となったが、景気回復を後押しする材料が乏しい。

●製造業においては、▲58.3と前回調査時（▲38.1）から20.2ポイントと大幅に悪化した。今後の見通しでは▲
25.0と改善が図られる予想となったが、「悪化」から「不変」となったことが主因であり、依然として厳しい状況が
伺える。

●小売業においては、▲33.3と前回調査時（▲37.5）から4.2ポイント改善した。今後の見通しでも、▲33.3と同水準
で推移する予想であり、景気回復を後押しする材料が乏しいことが伺える。

●建設業においては、▲36.8と前回調査時（▲15.8）から21ポイントと大きく悪化した。今後の見通しでは▲10.5
と再び改善に転じる予測となったが、「悪化」から「不変」への変化など回復のペースにばらつきもあり、実態はこち
らもほぼ横ばいを見込む。

●サービス業においては、▲14.3と前回調査時（0.0）から14.3ポイント悪化した。今後の見通しについては▲23.8
と更に悪化する予測となり、先行きに慎重な見方が伺える。

業況DIの推移

調査対象並びに回収状況

対象件数

回収件数

回収割合（％）

製造業

25

24

96.0

小売業

30

21

70.0

建設業

20

19

95.0

サービス業

25

21

84.0

計

100

85

85.0

・ＤＩ値は調査項目についての景況判断状況を表す。
　（△（＋）で上向き、▲（－）で下向き）
・強気、弱気等景況感の相対的な広がりを意味する。
　ＤＩ＝（増加・好転・不足等の回答割合）－
　　　　　　　　　　（減少・悪化・過剰等の回答割合）

調査時期

調査基準

7月（四半期毎に実施）

四半期毎の景況感を対前年同期と比較

平成27年度第1四半期

日立商工会議所全産業

製造業

小売業

建設業

サービス業

第1四半期

▲36.9

▲58.3

▲33.3

▲36.8

▲14.3

第2四半期 第3四半期

▲20.7

▲8.7

▲45.5

▲23.5

▲5.0

▲14.8

▲21.7

▲25.0

▲6.3

0.0

第4四半期

▲23.8

▲38.1

▲37.5

▲15.8

0.0

今後の見通し
（7月～9月）

▲23.8

▲25.0

▲33.3

▲10.5

▲23.8

平成26年度 平成27年度

製 造 業 サービス業全 産 業 小 売 業 建 設 業
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⑤　第1596号　（毎月20日発行） 平成27年8月20日 第1596号　（毎月20日発行） 平成27年8月20日　④

◇日本商工会議所と関東ブロック商工会議所との懇談会

日本商工会議所の動き

地方創生へ向け意見交換地方創生へ向け意見交換

日立商工会議所の動き

　日本商工会議所は６月17、18日の両日、群馬県高崎

市で「日本商工会議所と関東ブロック商工会議所との

懇談会」などの諸会議を開催した。

　懇談会では、ひたちなか（茨城県） ・鈴木誉志男会頭、

足利（栃木県）・早川慶治郎会頭、太田（群馬県）・正田寛

会頭、上尾（埼玉県）・小谷仁会頭、船橋（千葉県）・伊藤賢

二会頭、八王子（東京都）・田辺隆一郎会頭、相模原（神奈

川県）・杉岡芳樹会頭、富士吉田（山梨県）・堀内光一郎会

頭、浜松（静岡県）・藤田正治副会頭が観光振興特産品開

発、まちづくり、少子化対策、地方版総合戦略への対応

など、地方創生へ向けた地域の多様な取り組みや課題

について報告。その後、日商正副会頭と意見交換を行っ

た。三村会頭は、「地方の人々が自ら知恵を絞り、解決策

を生み出すことが必要」と、地方創生に向け、各地が主

体性を持って取り組むことが重要との考えを示した。

アカデミーなないろスタイル主宰樋口智香子氏を講
師に迎え、顧客を夢中にさせる接客術について聴く。

7月7月7月
7月2日 茨城・栃木・群馬三県商工会議所交流会議
 融資制度説明会・個別相談会
7月5日　日立市料飲業組合連絡協議会役員会
7月7日 正副会頭会議
7月9日　日立都市圏幹線道路整備促進期成会要望活動
7月13日 常議員会
　　　　日立市地域ブランド推進協議会認定委員会
 観光環衛業部会議員協議会
7月22日 金融財務業部会部会会議
7月23日 消費税転嫁対策窓口相談等事業セミナー
 産業振興対策委員会茨城大学工学部都市システム  
 工学科授業視察
7月29日 特別講演会
 第128回通常議員総会
7月30日 商業部会議員協議会
　　　　日立地区製造業活性化協議会ワーキンググループ会議
 工業部会と日立地区産業支援センターとの懇談会
　　　　あきんど探検少年団入団式

7月23日：消費税転嫁対策窓口相談等事業

三菱日立パワーシステムズ㈱執行役員日立工場地域
統括福田寿士氏を講師に迎え、三菱日立パワーシス
テムズ㈱日立工場の現況について聴く。

7月29日：特別講演会

あいさつする三村会頭

金融財務業部会会議金融財務業部会会議金融財務業部会会議

部会長下山田和司氏

株式会社常陽銀行

執行役員日立支店長

　7月22日、当所で金融財務業部会会議を開催し、部会

長に下山田和司氏（株式会社常陽銀行執行役員日立支店

長）と、副部会長に海老沢和弘氏（水戸信用金庫日立支

店長）を選任しました。

　この選任は事業所の人事異動に伴うもので、任期は平

成28年10月31日までとなっています。 （ ）
副部会長海老沢和弘氏

水戸信用金庫

日立支店長（ ）

業種別概況

業況判断（DI値）について

製　造　業 小　売　業 建　設　業 サービス業

　重電、建設機械関係での受

注減少や家電関係での内製

化、自動車関連での海外調達

などが影響し業況は悪化。大

口顧客の受発注内容の変化

も大きく対応に苦慮するな

どの声も聞かれ、先行き不透

明感が強く、慎重な見方も多

い。

　夏物セールやプレミアム
商品券の発行を前に、消費者
が買い控えているとの声が
聞こえたほか、食料品などの
値上げを受けて、不要な支出
を控える動きが続いている
ことからマイナス幅は前期
同水準で推移。プレミアム商
品券に期待する声も多いが
顧客の高齢化や、最寄り品を
中心とした低価格志向等な
ど、先行きに対する懸念材料
は多い。

　民間工事に動きがあるも

のの、作業員不足による工期

の遅れや公共工事の下押し

が続き、業況悪化。人手不足

が慢性化する中、人件費や外

注費が採算を圧迫する状況

が続く。

　観光、物流関係が堅調に推

移したが、燃料価格の上昇や

食料品の相次ぐ値上げなど

により、ホテル業、飲食業で

収益圧迫が続くことが足か

せとなりマイナス幅拡大。価

格転嫁の遅れや人員確保に

伴う人件費の上昇などへの

懸念から先行きに慎重な見

方が伺える。

●全産業の業況は、▲36.9と前回調査時（▲23.8）から13.1ポイント悪化した。今後の見通しでは▲23.8と回復に
転じる予想となったが、景気回復を後押しする材料が乏しい。
●製造業においては、▲58.3と前回調査時（▲38.1）から20.2ポイントと大幅に悪化した。今後の見通しでは▲
25.0と改善が図られる予想となったが、「悪化」から「不変」となったことが主因であり、依然として厳しい状況が
伺える。
●小売業においては、▲33.3と前回調査時（▲37.5）から4.2ポイント改善した。今後の見通しでも、▲33.3と同水準
で推移する予想であり、景気回復を後押しする材料が乏しいことが伺える。
●建設業においては、▲36.8と前回調査時（▲15.8）から21ポイントと大きく悪化した。今後の見通しでは▲10.5
と再び改善に転じる予測となったが、「悪化」から「不変」への変化など回復のペースにばらつきもあり、実態はこち
らもほぼ横ばいを見込む。
●サービス業においては、▲14.3と前回調査時（0.0）から14.3ポイント悪化した。今後の見通しについては▲23.8
と更に悪化する予測となり、先行きに慎重な見方が伺える。

業況DIの推移

調査対象並びに回収状況

対象件数

回収件数

回収割合（％）

製造業

25

24

96.0

小売業

30

21

70.0

建設業

20

19

95.0

サービス業

25

21

84.0

計

100

85

85.0

・ＤＩ値は調査項目についての景況判断状況を表す。
　（△（＋）で上向き、▲（－）で下向き）
・強気、弱気等景況感の相対的な広がりを意味する。
　ＤＩ＝（増加・好転・不足等の回答割合）－
　　　　　　　　　　（減少・悪化・過剰等の回答割合）

調査時期

調査基準

7月（四半期毎に実施）

四半期毎の景況感を対前年同期と比較

平成27年度第1四半期

日立商工会議所全産業

製造業

小売業

建設業

サービス業

第1四半期

▲36.9

▲58.3

▲33.3

▲36.8

▲14.3

第2四半期 第3四半期

▲20.7

▲8.7

▲45.5

▲23.5

▲5.0

▲14.8

▲21.7

▲25.0

▲6.3

0.0

第4四半期

▲23.8

▲38.1

▲37.5

▲15.8

0.0

今後の見通し
（7月～9月）

▲23.8

▲25.0

▲33.3

▲10.5

▲23.8

平成26年度 平成27年度

製 造 業 サービス業全 産 業 小 売 業 建 設 業
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第1596号　（毎月20日発行） 平成27年8月20日　⑥

自治・振興金融融資制度自治・振興金融融資制度
【自治金融】
○限　度　額　1,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　原則不要
　利率1.15％（平成27年8月1日現在）
【振興金融】
○限　度　額　2,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　必要に応じて徴求
　利率1.25％（平成27年8月1日現在）
※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。お申込み・
　お問合せはお近くの金融機関または当所経営相談課まで

　事業経営が不振に陥った時は、「早期に適切な手を打つ」ことが重要なポイントです。受注・販
売不振、手形の決済などで事業経営の先行きに不安が生じたらできるだけお早めに『経営安定特
別相談室』にご相談ください。

○経営安定特別相談室とは…
　経営不振に陥った事業所から相談を受け、再建
の見込みがある企業については関係機関との協
力により再建の方策を講じるなど倒産を未然に
防止することを目的に設置されているのが「経営
安定特別相談室」です。相談室では商工調停士等
の専門家が相談に応じます。

○商工調停士とは…
　中小企業の倒産に関わる諸問題について解決
に向けての相談・アドバイスを行ないます。商工
調停士は、当所会頭から委嘱されています。

○お申込みにあたって…
　経営不振に陥った経緯などをお聞かせいただ
くとともに相談アドバイスに必要な資料の提出
をお願いしています。

相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。

困った時には早めの相談！

相 談 の 手 順

相 談 申 込

相談内容の検討

・経営、財務内容の把握と分析

・倒産防止の方策の検討

調 停
債権者等関係者
への協力要請

・金融斡旋

・手形処理指導

・事業転換指導

・円滑な整理方法の検討

・法的手続き等の指導、助言

経営 安 定特別相談室

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）
【マル経制度】
○限　度　額　2,000万円
　　　　　　　※1,500万円超は事業計画書添付
○期　　　間　運転7年　設備10年
○保証人・担保　原則不要
　利率1.25％（平成27年8月1日現在）

【マル経をご利用頂ける方】
○日立市内で1年以上継続して同一事業を営んでおり、税
務申告をしている方

○当所の経営指導を原則として6ヶ月以上受けている方
○従業員20名以下（商業・サービス業は5人以下）の小規
模事業者の方

○所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している方

※年利1.10％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せは当所経営相談課まで

⑦　第1596号　（毎月20日発行） 平成27年8月20日

　平成28年１月以降、税と社会保険関係の書類に順次個人番号を記載して行政機関などに提出する必要

がある。民間企業は平成27年中に何をしておくべきであろうか。

　平成27年10月の番号通知以降、個人番号を収集することが可能になる。従って、企業は、９月末ま

でに個人番号を受け入れる準備を行う必要がある。

　例えば、誰から、いつ、どのように個人番号を収集するのか、また、収集した個人番号をどのように

保管するのかなどを決めておく必要がある。

◆従業員分は年末調整で　多くの企業にとって、取り扱う量が多い個人番号は、従業員およびその扶養

親族などの個人番号となる。この個人番号はどのように収集することになるだろうか。

　平成27年11月ごろから翌年１月にかけての年末調整時に、「平成28年分給与所得者の扶養控除等（異

動）申告書」を従業員が会社に提出することになる。同申告書には、従業員および扶養親族などの個人

番号が記載されているから、これをもって個人番号を収集することが簡便かつ確実であると考えられる。

　「扶養控除等（異動）申告書」の提出を受ける際には、従業員本人の本人確認が必要となるが、扶養

親族などの本人確認は不要である。この点においても、同申告書の提出をもって個人番号の収集をする

ことには大きなメリットがある。

　従って、「扶養控除等（異動）申告書」によって個人番号を収集する際に、その個人番号を社会保険

の届出事務などでも利用するために、利用目的の通知などをしておく必要がある。

◆取引先や株主は個別に対応　取引先および株主からは、個別に個人番号を収集する必要がある。

　取引先（講演を依頼する専門家や不動産のオーナーなど）については、担当者が訪問して対面で提供

を受けるか、郵送でやりとりするなどして、個人番号を収集する必要がある。

　株主についても、個別に収集するか、株主総会の招集通知の中に個人番号の提供および本人確認書類

の同封を依頼する書面を同封し、返信するよう求めるなどして収集することになる。

◆委託を活用し事務負担軽減　特定個

人情報の取り扱いを第三者に委託する

ことは可能である。企業は、この委託

を活用することにより、マイナンバー

法への対応を大幅に軽減することが可

能になる。

　例えば、個人番号の保管に関しては

厳しい規制があるが、これを回避する

有力な手段として、会計事務所や社会

保険労務士事務所などに特定個人情報

の取り扱いを全面的に委託したり、ク

ラウド・サービスを利用するなどして、

会社として特定個人情報を保管しない

ようにすることが考えられる。

　そうすれば、自らが特定個人情報を

保管するための安全管理措置は必要なくなり、委託者としての監督義務、すなわち、①特定個人情報を

適切に取り扱い、その取り扱い状況を把握することができる業者・サービスを選定し、②ガイドライン

に準拠した契約を締結するなどすれば、会社としての義務を果たしていることになるのである。

　これは、個人番号の収集についても同様のことが言える。会計事務所や社会保険労務士事務所などに

個人番号の収集を委託したり、本人確認書類（通知カードと運転免許証など）の画像ファイルをアップ

ロードさせて電子的に収集することができるクラウド・サービスを利用すれば、個人番号収集の際の本

人確認の事務負担を大幅に軽減することが可能となる。

（牛島総合法律事務所　弁護士・影島広泰）

マ イ ナ ン バ ーマ イ ナ ン バ ーマ イ ナ ン バ ー 第4回解 説

番 号 収 集 の 準 備 を
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